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要旨
世界は気候危機に直面しており、その悪化は石炭などの環境を汚染する電源によるところが少なくない。公
的輸出信用機関（ECA）と呼ばれるほとんど知られていない政府機関が、世界中の化石燃料事業に対して特
に融資や保証という形での支援を提供することにより、この問題に大きく加担している。日本のECAである国
際協力銀行（JBIC）と日本貿易保険（NEXI）はいずれも最大の加害者として挙げられる団体であり、支援がな
ければ先に進まなかったかもしれない石炭事業のテコ入れに毎年17憶米ドルを提供している。ECAによる
石炭火力発電所への支援が国際的に制限されているにもかかわらず、JBICとNEXIは、環境汚染のひどさで
は世界最大の石炭火力発電所に対して複数の資金支援を続けている。

重要な調査結果
 } 経済協力開発機構（OECD）の石炭に対する資金支援の制限が発効された後に、JBICと
NEXIは５件の石炭火力発電所に対する支援に合意し、さらに７件について検討もしくは検討
見込みとなっている。

 } これらの石炭火力発電所はアフリカとアジアの２大陸に分布し、その総容量はほぼ12,000
メガワット（MW）になる。完成すれば、最大で年間7130万メートルトンのCO2を排出する可
能性がある。これは日本人740万人分の排出量に相当する。

 } 直近では、JBICがベトナムのギソン２（Nghi Son 2）石炭火力発電所の支援に合意した。こ
れは超臨界圧技術を用いる500MW超の発電所であるため、この資金支援はOECDの石炭
に関する制限に正に違反している。
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I. はじめに
気候変動による最悪の影響を避けるためには、2017年以降、新たな火力発電所は一つも建設されるべきで
はなかった1。それにもかかわらず、公的輸出信用機関（ECA）と呼ばれるほとんど知られていない政府機関
が、いまだに世界中の化石燃料事業に何百億という資金を提供している。2013年から2015年にかけて、日
本のECAは年平均130億米ドルを超える資金を化石燃料の支援に提供し、毎年17億米ドルが石炭事業に
向けられた2。

ECAは、海外への物やサービスの輸出を支援するために、政府の後ろ盾のある保証や保険、信用、貸付を提
供する。この公的支援は民間部門の投資を促し、企業が外国（特に高リスク市場）で事業を行いやすくなるよ
うにする。ECAは（主権国家の政府の後ろ盾があるために）信用格付が高く、輸出の保証も行うため、ECAに
よる投資は多くのエネルギー事業（特に高リスクの案件）を実現する上で極めて重要になる。結果としてECA
は、本来なら生じる可能性が低かったであろう化石燃料の生産に対する資金支援を推進している。

本報告書では、日本のECAである国際協力銀行（JBIC）と日本貿易保険（NEXI）の２機関が行う可能性のあ
る、もしくは現在実施している石炭火力発電所に対する支援について分析する。世界最大規模のECAの大半
が行う石炭に対する資金支援について2017年に課された国際的な制限により、こうした石炭に対する資金
支援の大部分は禁じられるはずである。JBICとNEXIが支援する可能性のある最大で12件の石炭火力発電
所のうちで、資金支援に適格なものは6件しかない。それ以外の発電所の支援は、OECDの制限に対する極
めて明らかな違反になる。JBICとNEXIはすでに、12件のうち５件に対して支援を開始している3。主に東南ア
ジアに所在するこれら12件の発電所の総容量はほぼ１2,000MWになる。今後数十年にわたり、これらの発
電所とそれを支えるインフラは、地域の大気や水を汚染し、気候変動の影響を悪化させ、健康に極めて有害
な影響を及ぼすエネルギー源への依存から抜け出せない状況に各国を追い込むだろう。このようなひどいこ
とにならないよう、ECAはすべての化石燃料事業に対するあらゆる支援をやめる必要がある。



Friends of the Earth U.S. | 5

II. OECDの石炭セクター了解に対する違反
近年、ECA支援による炭素汚染を削減する取り組みが進展している。OECD輸出信用グループは2015年
に、石炭火力発電所に対する支援を制限することに同意した。2017年１月１日に発効した「石炭火力発電事
業に対する輸出信用に関するOECDセクター了解（CFSU）」と呼ばれるこの制限は、超々臨界圧技術を用い
るもの、もしくは最貧国の小規模発電所（亜臨界圧は300 MW未満、超臨界圧は500MW未満）を除き、O-
ECD加盟国のECAによる石炭火力発電所の支援を禁ずるものだ。こうした制限にもかかわらず、OECD加盟
国のECAはまもなく15件もの石炭火力発電所を支援すると思われ、資金支援の適格性が非常に疑わしいに
もかかわらず、日本はそのうち12件に関与している（表１を参照）。

表１.　JBICとNEXIが現在支援しているもしくは支援が見込まれる石炭火力発電所4 

国 火力発電所 MW ECA 状況
ボツワナ モルプレB（Morupule B） 300 JBIC、NEXI 検討中

インドネシア

チレボン（Cirebon）２号機5 1000 JBIC、NEXI 支援中
チレボン ３号機 1000 JBIC 見込み
カルセルテン２（Kalselteng 2）6 200 JBIC、NEXI 支援中

タンジュンジャティB（Tanjung Jati B） 
ユニット５および６号機7 2000

JBIC、NEXI
支援中

モンゴル ウランバートル第５熱電供給プラント 463.5 JBIC 検討中
ミャンマー トーヨー・タイ（アンディン［Inn Din］） 1280 JBIC 見込み

トーヨー・タイ（パアン［Hpa-an］） 1280 JBIC 見込み

ベトナム

ギソン２8 1200 JBIC 支援中
バンフォン１（Van Phong 1） 1320 JBIC 見込み
ビンタン４（Vinh Tan 4）拡張9 600 JBIC、NEXI 支援中
ブンアン２（Vung Ang 2） 1200 JBIC 見込み
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A. 日本のECAが資金支援する石炭火力発電所のほとんどがOECDのCFS 
に違反している

表２に挙げられた大半の石炭火力発電所への支援が、OECDのCFSUで定められた要件の下、不適格である。

表２.　JBICとNEXIの資金支援に関する石炭火力発電所の適格性
国 発電所 適格性 理由
ボツワナ モルプレB 不適格 この設備は亜臨界圧の石炭火力発電所の上限である

300MWを超えている

インドネシア

チレボン ２号機10 適格 超々臨界圧
チレボン ３号機 適格 超々臨界圧

カルセルテン２ 不適格 IDA融資の適格国でない国の亜臨界圧の石炭火力発
電所

タンジュンジャティBユニット
５および６号機 適格 超々臨界圧

モンゴル ウランバートル第５熱電供給
プラント 不適格 この設備は亜臨界圧の石炭火力発電所の上限である

300 MWを超えている

ミャンマー トーヨー・タイ（アンディン） 適格 超々臨界圧
トーヨー・タイ（パアン） 適格 超々臨界圧

ベトナム

ギソン２ 不適格 500 MWを超える超臨界圧の設備
バンフォン１ 不適格 500 MWを超える超臨界圧の設備11 

ビンタン４拡張 適格 超々臨界圧
ブンアン２ 不明 技術が公表されていない

１.　技術要件
CFSUでは、最貧国（IDA適格国と呼ばれる12 ）のものを除き、ECAの支援は超々臨界圧の石炭火力発電所
に対するものしか認めないという技術要件を定めている。表２に記載の事業のうち６件は超々臨界圧の設備
なので適格であるが、研究によれば、超々臨界圧の設備の効率は他よりわずかに高い程度である13。その他
の石炭火力発電所のうち一つについては技術が不明だが、その規模および所在地により、超々臨界圧でない
限り不適格である。表中のそれ以外の石炭火力発電所はCFSUに基づいてECAの支援を受けるには不適格
である。なぜならどれも亜臨界圧もしくは超臨界圧の設備であり、かつ規模が大きすぎるか、もしくは、所在
地がIDA適格国以外の国だからだ。

２.　適用される支援
CFSUが適用されるのは、OECD公的輸出信用アレンジメントの対象となる種類の資金支援のみであり、これ
には輸出信用保証および保険、直接信用／融資およびリファイナンス、ならびに利子補給が含まれる。それで
も規則に照らして言えば、ECAは投資貸付などのその他の形での支援を行うことが可能である。ただしその
支援はCFSUの目的と精神を揺るがすものだ。例えばJBICはタンジュンジャティB発電所をプロジェクトファ
イナンスの融資契約によって支援したため、CFSUは、規則上はこの融資には適用されなかっただろう14。
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３.　環境・社会影響評価の要件
CFSUは、環境・社会影響評価（ESIA）が2017年１月１日より前に完了し、「これに基づいて迅速な行動が
なされた」石炭火力発電所についてECAの支援を認めている。全部とは言わないまでも、多くの案件のESIA
は、その完成度において、どうひいき目に見ても問題がある。さらに、2017年の期限から１年半以上が過ぎて
いる。従ってESIAに基づいて「迅速な」行動はなされていないため、（CFSUの）適用除外の対象とされるべき
ではない。ECAは、さもなければ資金支援に適格でない石炭火力発電所に対する現行の支援を不適切に正
当化するために、このESIAに関する適用除外を不当に活用している。例えばJBICはこの適用除外をベトナム
のギソン２石炭火力発電所の支援に用いている。同案件のESIAは2015年に完了しているとの主張にもかか
わらず、JBICがESIAを入手したのは2017年６月であり、2018年２月になってやっとこれを公表した15。同様
にインドネシアのカルセルテン２のESIAの日付は2015年だが、2017年４月までJBICのウェブサイトに公
開されなかった16。ベトナムのブンアン２、ボツワナのモルプレB、およびウランバートル第５熱電供給プラント
のESIAは2017年より前に提出されているが17、漏れなく完成したESIAとみなすには、どれも明らかに重要
要素を欠いていた。バンフォン１についてはESIAが公開されていない。

表３.　超々臨界圧以外の石炭火力発電所のESIAの状況
国 発電所 完了日 公表日 ESIAでの不足事項
ボツワナ モルプレB 2016年８月 2016年９月 代替としての太陽光発電に関する評

価が不正確。CO2排出量の過小評価

インドネシア カルセルテン２ 2015年８月 2017年４月
代替に関する分析がない。大気汚染
の緩和に関する内容が不十分（大気
質の悪化は重要な影響ではないとい
う非常に疑わしい所見など）

モンゴル ウランバートル第５熱
電供給プラント 2015年 不明 草案しか入手できない

ベトナム ギソン２ 2015年 2018年２月 累積的影響に関する評価がない
バンフォン１18 不明 不明 不明
ブンアン２ 2011年 未公開 地域住民との協議が行われていない

B. 一部の民間機関はECAが後押しする石炭事業に資金支援を行わない

石炭事業に対するECAの公的支援は、一部の民間機関の行動と対照をなす。2018年６月１日の時点で、19
の銀行がもはや炭鉱の支援を行わず、また、16の銀行がもはや石炭火力発電所に対する支援をもはや行っ
ていない19。方針を見直し、石炭火力発電所と炭鉱の両方を除外した銀行には、フランスのBNPパリバ、ドイ
ツのドイツ銀行、オランダのINGなどがある20。より効率の高い石炭火力発電所に対する支援をまだ認めてい
る銀行でさえ事業から撤退している。例えばオーストラリア・ニュージーランド銀行（ANZ）は、石炭に対する
資金支援を制限する方針を採用した後、ベトナムのソンフア１（Song Hua 1）石炭火力発電所を支援しない
ことを決めた21。さらに、ドイツのアリアンツと日本の日本生命保険相互会社は、炭鉱と石炭火力発電所の建
設および運転に関する保険の提供を拒んでいる22。
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民間銀行は、ECAが支援するいくつかの具体的な事業について支援を辞退している。JBICがベトナムのギソ
ン２に対する支援を確約する一方で、スタンダードチャータードはこの事業を支援しないという判断を下し
た。同石炭火力発電所の環境汚染がひどすぎることが分かったからだ23。さらにフランスのソシエテ・ジェネラ
ルとクレディ・アグリコルの両銀行は、新設される石炭火力発電所に対する支援をやめるという約束に基づ
き、インドネシアのチレボン２およびタンジュンジャティBユニット５・６号機に対する支援を行っていない24

。それにもかかわらず、JBICとNEXIは、いずれの事業に対しても支援を行っている。ようやくにして日本の民
間３銀行（三井住友銀行［SMBC］、三菱UFJフィナンシャルグループ［MUFG］、みずほフィナンシャルグルー
プ）は、それぞれの新しい方針により、ようやく、ベトナムのバンフォン１およびボツワナのモルプレの事業に対
する支援を撤回せざるを得なくなるかもしれない25。
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III. 影響：環境汚染、再生可能エネルギー、気候に
関する約束
A. 予想される炭素汚染

OECD加盟国のECAが現在検討中もしくは石炭に対する資金支援の制限が発効して以降に支援を決定し
た12件の石炭火力発電所が進捗した場合には、気候に甚大な影響を与えるだろう。表４はこれらの発電所
からの推定年間CO2排出量を示している。10件は東南アジアの発電所であるが、東南アジアは世界銀行グ
ループのジム・ヨン・キム総裁の言葉を借りれば、新規の石炭火力発電所を建設する計画が気候に「大きな被
害をもたらす」地域である26。設備利用率80％の場合、全体の年間総排出量は、年間1500万台超の自動車
の走行もしくは日本人740万人分の排出量に相当する27。低めの設備利用率の場合でさえも、これらの石炭
火力発電所は、年間1000万台超の自動車の走行にも匹敵する二酸化炭素の汚染をもたらす28。

これらの石炭火力発電所が建設されたとしたら、世界屈指の環境汚染を引き起こす発電所になるだろう。-
JBICとNEXIによる支援は実のところ、世界のエネルギーシステムを後退させることになる。2016年における
新規発電所の排出原単位の世界平均は400gCO2/kWhを少し超える程度にすぎなかった29。極めて対照
的に、上記の石炭火力発電所の排出原単位の平均値は、その２倍を超える877gCO2/kWhである。従って、
世界全体で2030年代中頃までに100gCO2/kWhにまで平均を下げる必要があると国際エネルギー機関
が認めているにもかかわらず、これらの石炭火力発電所は排出原単位の平均値を増加させ、世界の発電所設
備の環境汚染度を悪化させることになる30。
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表４.　OECD加盟国のECAが支援する石炭火力発電所による潜在的な炭素汚染

国 発電所 CO2原単位 
gCO2/kWh）31

設備利用率52.5％での
CO2年間排出量 

（百万メートルトン/年）32 

設備利用率80％での 
CO2年間排出量 

（百万メートルトン/年）33

ボツワナ モルプレ 955（860～1051） 1.31820306 2.008690378

インドネシア

チレボン２および３
号機 839（755～923） 7.714753771 11.75581527
カルセルテン２ 1113（1002～1224） 1.023551867 1.559698083
タンジュンジャティユ
ニット５および６号機 839（755～923） 7.714753771 11.75581527

モンゴル ウランバートル第５
熱電供給プラント 882（794～971） 1.882862507 2.86912382

ミャンマー
トーヨー・タイ（アン
ディン） 839（755～923） 4.937442413 7.523721773
トーヨー・タイ（パア
ン） 839（755～923） 4.937442413 7.523721773

ベトナム

ギソン２ 839（755～923） 4.632067669 7.058388828
バンフォン１ 839（755～923） 5.095274435 7.764227711

ビンタン４拡張 839（755～923） 2.314426131
3.526744581

ブンアン２ 859（773～945） 5.214036927 7.945199126
合計 46.78481496 71.29114661

B. その他の有害な大気汚染および健康への影響

石炭火力発電所は炭素汚染以外にも、身体を衰弱させる多様な健康影響をもたらす大気汚染物質を排出す
る。こうした大気汚染物質には、窒素酸化物や粒子状物質（PM）、二酸化硫黄、ならびに人の健康に有害で
主要な死亡原因（がん、慢性下気道疾患、心疾患、脳卒中）につながるその他の物質が多数含まれる34。こう
した汚染物質は循環器系、神経系および呼吸器系を損傷し、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、心臓発作につな
がりうる動脈閉鎖、オゾンへの曝露によるぜんそくの発作、酸素欠乏による心臓の永久的損傷、知能の低下、
ならびに脳血管疾患などの健康上の問題を引き起こす。

石炭による環境汚染がもたらす健康被害およびその他の社会的費用は、年間３兆1500億米ドルに及ぶ額
に相当する35。ECAが支援する石炭火力発電所の建設が予定される国々には、この費用をまかなうような余
裕はない。これらの設備の近隣地域に住む住民は多くの場合、十分な装備を持つ医療施設をすぐに利用でき
る状況になく、病院の利用回数や医療費の増加を負担することもできない。そのうえ、これらの国々では、石
炭火力発電所が排出する数多くの汚染物質の濃度がすでに高い。例えばボツワナやインドネシア、ミャンマ
ー、ベトナムの大部分の地域では、汚染物質PM2.5が、世界保健機関がかなり深刻な健康影響をもたらすと
認めるレベルにある36。石炭火力発電所の数が増えれば、これらの排出物質の危険度がさらに拡大し増加す
るだろう。
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C. 再生可能エネルギーに対する負の影響

上記の建設予定各国には再生可能エネルギー資源が豊富にあり、エネルギー効率の改善の余地が極めて
大きいにもかかわらず、JBICとNEXIはこれらの発電所事業を支援している。優良な太陽光と風力の資源によ
って、エネルギーニーズの全量とは言わないまでも多くの部分をまかなえるだけでなく、特に農村部において、
より効率的に電力へのアクセスを改善できる。その方が、環境、地域社会、経済開発のいずれにとっても、はる
かに望ましい。例えばベトナムではエネルギー効率の改善と再生可能エネルギーの増加を通して、2030年
までに支出（設備投資）を81億米ドル、燃料費を176億米ドル節約することができると世銀は結論付けてい
る37。世銀はさらに、新規の石炭火力発電を風力や太陽光などの代替エネルギーに置き換えるようはっきり
と提言している38。JBICとNEXIは、日本の建設会社や石炭タービン製造会社が開発途上国を競争力のない
事業や技術を不当につぎ込む場所として扱うことができるようにしている。開発途上国の大気環境基準が低
いことをうまく利用して、各社の利益を高めるためだ。

表５.　石炭火力発電所の建設予定国における風力および太陽光の潜在力
国 太陽光（kWh/kWp・年）39 風力（W/m2）40 

ボツワナ 1692～1970 南部で最大175～500
インドネシア 1076～1645 最大で山間部では900、一部の沿岸部では375
モンゴル 1153～1928 南部の半分で900～1300超
ミャンマー 1295～1597 沿岸部では最大175、西部では最大900
ベトナム 1075～1602 沿岸部で1100～1300超
 
表５は、OECD加盟国のECAが石炭開発の対象としている国々において、太陽光と風力により発電しうる潜
在電力量である。比較のために示すと、世界有数の風力発電設備容量を有するインドでは、風力発電ポテン
シャルは高度50メートルでは200W/m2、高度200メートルでは400W/m2のところが多いが41、風力発電
設備容量は32.9GWである42。表５から、ボツワナ、インドネシア、モンゴル、ミャンマーおよびベトナムの一部
では、風力発電ポテンシャルがインドよりも高いことが分かる。太陽光資源の比較のために示すと、ドイツの
太陽光発電の設備容量は39.6GWだが43、ECAが後押しする石炭火力発電所の設置が予定される国 よ々り
も太陽光発電ポテンシャルははるかに低い。さらに例を挙げれば、米国ロサンゼルスの太陽光発電ポテンシ
ャルは1775kWh/kWpだが44、米国のどの都市よりも多い349.3MWの太陽光発電設備が設置されている
45。石炭火力発電所の設置対象となっているすべての国の太陽光発電ポテンシャルは、ロサンゼルスよりも高
いかもしくはほぼ同等である。

太陽光と風力については、ECAが支援する石炭火力発電所の建設が予定される各国においてでさえも、費用
も大した障害ではなくなってきている。費用が低くなったのは、太陽光技術の発電効率が良くなるとともに価
格が安くなってきているからだ46。風力発電コストの世界平均は１キロワット時当り0.05米ドルで、地域によ
っては化石燃料による発電とほぼ同じ0.03米ドルという低さでさえある47。現在、再生可能エネルギーのコ
ストが化石燃料と同じであるグリッド・パリティに達している国は30を超える。今後数年のうちに世界の80
％がグリッド・パリティに達すると予想されている48。そのうえ、エネルギー貯蔵技術はどんどん進化し、価格
も手ごろになってきており、そのため、上記各国のエネルギーミックスに占める風力発電と太陽光発電の割合
は増す可能性が高い49。
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D. 国連の気候に関する約束を危うくする

上記の石炭火力発電所の建設予定国すべてが、2015年の国連パリ協定のもとで目標値を設定している。こ
の約束は国別約束（NDC）と呼ばれ、自国の温室効果ガス排出量の削減および再生可能エネルギーの増加
に関して目標を設定するものだ。ECAによる各国での石炭火力発電所に対する支援は、排出量を増やし再生
可能エネルギーへの転換を妨げることにより、各国の約束を危うくする。例えばインドネシアは、金融機関が
再生可能エネルギーに優先して石炭事業への支援を続ければ、排出量を現状維持（BAU）シナリオより低い
レベルまで削減することはできないだろう。インドネシアのNDCでは石炭を認めているが、本報告書に記載
されているインドネシアの石炭火力発電所４件だけでもインドネシアに許容される排出量に不釣り合いな量
を占めることになり50、同国の排出削減目標の達成を危うくする。

表６.　建設予定国の国連気候目標
国 再生可能エネルギーに関する目標 温室効果ガス削減目標
ボツワナ51 なし 2030年までに2010年比で15％

インドネシア52 19.6％（電力供給事業計画［RUPTL］に基づき
7.4GWを約束、発電量132.74TWh

BAU比で2030年までに29％（条件なし）、最大で
41％（条件付き）53、2020年までに26％（条件なし）

モンゴル54 再生可能エネルギーの発電容量を2014年の7.62
％から2020年には20％、2030年には30％に なし

ミャンマー55 少なくとも30％を再生可能エネルギーでまかなう
農村電化 なし

ベトナム56 再生可能エネルギーを通した省エネ政策の推進 BAU比で2030年までに８％（条件なし）、最大で25
％（条件付き）
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IV.　結論と提言
表に記載されている12件の石炭火力発電所に対するJBICとNEXIの支援は、OECDのCFSUの精神に反
し、多くの場合その解釈にも違反するものであり、気候と人々の健康に大きな被害をもたらすだろう。これら
の支援は2015年合意の抜け穴を利用しているか、あからさまに制限を無視しているか、その両方である。-
JBICとNEXIは、ギソン２を含むこれらの事業ならびにその他の予定されているあらゆる石炭火力発電所や
化石燃料事業に対する支援に関して、すべての現行の取り決めを直ちに無効とするか中止するべきである。

本報告書は、現在のOECDによる石炭に対する資金支援に関する制限の欠陥を明るみに出すものだ。ECA
は2019年中頃までにCFSUを見直す予定であり、この見直しは、こうした抜け穴を閉じ、将来的な環境汚染
に対するECAの支援を減らす機会を提供する。JBICとNEXIは、技術の種類や規模、ESIAが提出されたとさ
れる時期に関係なく、すべての石炭火力発電に対する支援を段階的に廃止することに同意すべきだ。この支
援の段階的な廃止は、炭鉱業、石炭の輸送鉄道や港、船舶などの重要インフラおよび関連事業、ならびにそ
の他すべての化石燃料事業なども対象とすべきだ。

これらの石炭事業のうち一つでも先に進むのを許容できるような炭素予算を、世界は持っていない。気候変
動の最悪の影響を防ぎ、持続可能な開発を推進するためには、再生可能エネルギーシステムへの速やかな
転換が必要である。
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